
　　い、非通知希望者に係る本人確認情報の送信を行わないとする

　　取扱いは、許容されないのである。

　　　したがって、横浜市が、現在、神奈川県に対して、非通知希

　　望者の住民に係る本人確認情報を除いた本人確認情報のみを送

　　信している取扱いは、住基法30条の5第1項及び2項に違反

　　する違法なものというべきである。

　　　そして、現に、一部の地方公共団体において、住基法に基づ

　　かない違法な取扱いがされているからといって、あるいは、そ

　　れを被告国が事実上容認したからといって、原告においても、

　　あるいは他の地方公共団体においても、そのような違法な取扱

　　いが許容されるということにはならないのである。

　ウ　したがって、原告の前記アの主張は、採用することができな

　　い。

（2）ア　また、原告は、四者合意に基づく取扱いを行っている横浜市

　　において、住基ネット全体の運営に多大な支障を及ぼしている

　　事実はない旨主張する。

　イ　しかし、仮に、住基ネットー全体の運営に多大な支障を及ぼさ

　　ないからといって、違法な取扱いが許容されるわけではないか

　　ら、原告の主張は、主張自体失当である。

　ウ　また、この点をさておくとしても、証拠（甲43、44の1

　　及び2）によると、①本来であれば、住基ネットを利用するこ

　　とによって、年金受給者の現況届の提出等が不要になったにも
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　　　かかわらず、横浜市民については、通知希望者を含めて住基ネ

　　　ットを利用することができず、現況届の提出等が余儀なくされ

　　　ていること、②通知希望者の横浜市民から、①の点について、

　　　苦情が申し立てられていること、③①の点にっいて、横浜市は、

　　　通知希望者に係る本人確認情報の利用については住基ネットを

　　利用してもらうように、国の機関等に要望しているものの、受

　　　け入れてもらえていない機関もあること、及び④横浜市の住民

　　　に係る本人確認情報の提供を利用する国の機関等においても、

　　　住基ネットを利用することができない事態が生じ、本来実施す

　　　る必要がない旧来の方法による事務処理を存置することを余儀

　　　なくされていることが認められる。

　　　　そうすると、横浜市が、現在採用している方式により、少な

　　　くとも、通知希望者を含めた市民の利便性や、横浜市民に係る

　　　本人確認情報を利用する国の機関等の事務の利便性が損なわれ

　　　ているということができるのである。

　　　　したがって、上記のような支障の程度を大きいものと評価す

　　　るか否かはともかくとして、少なくとも、このような事態は、

　　　改正法の目的及び趣旨を没却しているものといわざるを得な

　　　い。

　　　　よって、原告の前記アの主張は、採用することができない。

6）（1）原告は、杉並区においては、住民の自治意識が高いことなどか

　　ら　原告が、被告東京都に対し、杉並区民のうちの通知希望者の
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　　　みに係る本人確認情報の送信を行い、非通知希望者に係る本人確

　　　認情報の送信を行わないとする取扱いは、住基法30条の5第1

　　　項の認める裁量権の範囲内である旨主張する。

　　（2）しかし、原告の主張は、そもそも市町村長が、都道府県知事に

　　　対して、住民のうちの通知希望者のみに係る本人確認情報の送信

　　　　を行い、非通知希望者に係る本人確認惰報の送信を行わないとす

　　　　る取扱いを行う裁量権を有することを前提とするものであるとこ

　　　　ろ、前示のとおり、そのような裁量権は認められないから、原告

　　　　の主張は、その前提を欠くというぺきである。

　　　　　よって、原告の前記（1）の主張は、採用することができない。

五　争点5（被告東京都の行為の違法性の有無）について

　1　原告は、被告東京都に対して、通知希望者の住民のみに係る本人確

　　認情報を送信しようとしたところ、被告東京都は、このような原告か

　　らの送信に対して、受信義務を負っているにもかかわらず、これに応

　　じないとして、このような被告東京都の行為が違法である旨主張する。

　2　しかし、前記四のとおり、被告東京都は、原告が送信する杉並区民

　　のうちの通知希望者のみに係る本人確認情報について、受信義務を負

　　っていないというべきであるから、被告東京都の上記行為には何ら違

　　法性はないというべきである。

六　争点6（被告国の行為の違法性の有無）について

　1（1）原告は、被告東京都が、原告が送信する杉並区民のうちの通知希

　　　望者のみに係る本人確認情報について、受信義務を履行しないこと
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　から、被告国は、住基法31条1項及び2項に基づき、被告東京都

　に対し、横浜方式による住基ネットヘの参加について、必要な協力

　をするよう適切な指導、監督等を行うべき立場にあったにもかかわ

　　らず、これを履行しないばかりか、横浜方式による住基ネットの参

　加は違法である旨の誤った法解釈を被告東京都に示した旨主張す

　る。

（2）しかし、前記四のとおり、被告東京都は、原告が送信する杉並区

　民のうちの通知希望者のみに係る本人確認情報について、受信義務

　を負っておらず、また、このような通知希望者のみに係る本人確認

　情報の送信を前提とする横浜方式による住基ネットヘの参加は違法

　　というべきである。

　　したがって、被告国が、被告東京都に対し、横浜方式による住基

　ネットヘの参加について、必要な協力をするよう適切な指導、監督

　等をしなかったことや、横浜方式による住基ネットの参加は違法で

　ある旨の法解釈を示したことに、何ら違法性はないというべきであ

　　る。

2（1）さらに、原告は、被告国が、法の下の平等を定めた憲法14条の

　精神に則り、行政など国家作用のあらゆる分野での平等取扱いを要

　請されているにもかかわらず、横浜市に対しては、非通知希望者の

　本人確認情報を送信しない方式での住基ネットヘの参加を容認しな

　がら、原告に対しては、横浜方式による住基ネットヘの参加につい

　ては違法である旨告知するのは、平等原則に反している旨主張する。
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　（2）しかし、前記のとおり、市町村長において、都道府県知事に対し

　　て、住民のうち通知希望者の本人確認情報のみを送信し、非通知希

　　望者の本人確認情報を送信しない取扱いは、横浜方式を含め、違法

　　　なのである。

　　　そのため、被告国は、原告に対して、上記のような取扱いを是認

　　　しなかったのであるから、そのような被告国の行為には何ら違法性

　　　はないというべきである。

　　　なお、原告は、行政主体なのであるから、原告にっいて、憲法の

　　基本的人権の規定の適用はないのであり、憲法14条の平等権侵害

　　　を主張すること自体、失当というべきである。

　　（3）したがって、被告国の行為には、何ら違法性はないというべきで

　　　ある。

七　被告東京都及び被告国に対する損害賠償請求権の成否にっいて

　1　前記五によると、被告東京都の行為に何ら違法性はないから、争点

　　7（原告の損害の有無及び損害額）について検討するまでもなく、被

　　告東京都は、原告に対して、損害賠償義務を負わないというべきであ

　　る。

　2　前記六によると、被告国の行為にも何ら違法性はないから、争点7

　　（原告の損害の有無及び損害額）について検討するまでもなく、被告

　　国は、原告に対して、損害賠償義務を負わないというべきである。

八　よって、本件訴えのうち、原告が、被告東京都に対し、杉並区民のう

　ちの通知希望者に係る本人確認情報を住基ネットを通じて送信する揚合
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に、被告東京都がこれを受信する義務があるとして、被告東京都に対し

て、その確認を求める訴えについては不適法であるから、これを却下す

ることとし、原告の被告東京都に対するその余の請求及び被告国に対す

る請求はいずれも理由がないから、これらを棄却することとし、訴訟費

用の負担について行政事件訴訟法7条、民事訴訟法61条を適用して、

主文のとおり判決する。

　　東京地方裁判所民事第38部

裁判長裁判官　　菅　　野　　博　　之

裁判官　　市　　原　　義　　孝

裁判官　　近　　道　　暁　　郎
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（別紙）

争点に関する当事者の主張の要旨

1　争点1（本件確認の訴えが「法律上の争訟」に当たるか）にっいて

←）原告の主張

　（！）主張の骨子

　　　以下のとおり、本件確認の訴えは、行政事件訴訟法4条の当事者

　　訴訟である。したがって、本件確認の訴えは、「法律上の争訟」に

　　当たるのであって、被告東京都が主張する機関訴訟には該当しない。

　（2）本件確認の訴えがr法律上の争訟」に当たることにっいて

　　ア切　住基法に基づき杉並区長が東京都知事に対して杉並区民の本

　　　　人確認情報を送信することや東京都知事がこれを受信すること

　　　　は、住民基本台帳事務における重要な法定権限の行使ではある

　　　　が、その法定手段は、行政処分ではなく、専ら行政の事実行為

　　　　である。しかも、本人確認情報の送信及び受信は、コンピュー

　　　　タネットワークシステムを通じたデータ送信という電子通信事

　　　　業活動にほかならないのであり、民間私企業におけるデータ・

　　　　ネットワーキングと同様である。

　　　　　したがって、住基ネットのデータの送受信は、非権力的な事

　　　　業行政の中でも、さらに、私企業の事業活動に類似しているも

　　　　のと見ることができる。

　　　（イ）また、原告が被告東京都に対する杉並区民のデータの送信を
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　妨げられていることは、杉並区民のうちの通知希望者の住基ネ

　ットサービスを受ける法定の権利が害されていることを意味す

　る。そこで、原告が、被告東京都に対して本人確認情報の受信

　を求めることは、当該区民の住基ネットサービス享有権に実質

　的に代位していることにほかならないというべきである。

　　この「住基ネットサービス享有権」は、住基ネットを通じて

　遠隔地での住民票の写しを取得するなどの改正法に規定されて

　いる行政上の役務提供を受けることのできる権利であり、地方

　自治法10条2項及び改正法により保障されているのである。

　また、原告は、地方自治法2条14項等の規定及び憲法92条

　以下の規定を根拠として、上記住民の権利を代位行使すること

　ができるのである。

（ウ）さらに、杉並区民のうちの通知希望者が住基ネットサービス

　を受けられないために原告が代替サービスの費用を予算執行せ

　ざるを得ない支出額等は、原告にとって損害に当たるので、原

　告としては、当該損害発生の継続を防止するために、その原因

　である住基ネットによる本人確認情報の送信を被告東京都に対

　して主張することは、原告の自己法益であると解すべきである。

　　これに対して、被告東京都は、原告の主張によれば、本件確

　認の訴えに係る義務が履行される限り損害が発生しないのであ

　り、このような場合は、義務の確認を求める訴えが同時に損害

　賠償請求権の行使でもあるような関係にはない旨主張する。
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　　　しかし、損害が現に継続して発生し続けている以上、原告に

　　は、これを防止すべき権利利益が存在するというべきである。

　＠）以上によれば、原告は、公権力行使のr行政権主体」として

　　出訴しているのではなく、相当額の予算支出にかかわるコンピ

　　ュータデータを送信する電子通信事業の主体であり、区民の権

　　利に代位して予算支出を実効あらしめようとする広義のr財産

　　権主体」の立場で提訴しているということができ、法律上の争

　　訟性の要件を満たすというべきである。

イ　本件確認の訴えは、原告が住基法30条の5に基づく本人確認

　情報の送信につき裁量権が原告にあることを前提として、その裁

　量権を行使したことにつき保護救済を求めるものであるところ、

　原告が地域の特性を踏まえ、各種の具体的状況の下で裁量権を行

　使したことは、他の自治体などに共通に見られるものではなく、

　原告に固有のものであり、本件確認の訴えは、原告が自己の権利

　利益の保護救済を目的とするものにほかならない。

ウ　住基ネットにおいて本人確認情報を送信することを是認しない

　住民がいる中で、仮に、原告が、全住民に係る本人確認情報を送

　信すれば、原告は、このような住民から訴訟を起こされる可能性

　がある。他方、住基ネットにおいて本人確認情報を送信すること

　を是認する住民もいることから、仮に、原告が、全住民の本人確

　認情報を一切送信しないとすれば、原告は、このような住民から

　逆に訴訟を起こされる可能性があるのである。
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　　したがって、原告は、上記の住基ネットにおいて本人確認情報

　を送信することを是認する住民及び是認しない住民のいずれから

　も提訴されないようにするために、住基法30条の5に基づく本

　人確認情報の送信についての裁量権を行使せざるを得ないのであ

　る。原告とすれば、本件確認の訴えについて裁判所の審判を受け

　ることが不可欠であるというべきである。

　　そうであれば、本件確認の訴えは、原告の噛己の権利利益の

　保護救済を目的とするもの」にほかならないというべきである。

工　相当数の杉並区民が住基ネットについてプライバシー保護に欠

　けるとの危ぐを抱いていることを踏まえれば、原告が、住基法3

　6条の2第1項に基づき、住民票に記載されている事項の漏えい

　等の防止等の適切な管理のため必要な措置を執ることは、原告自

　身の主観的な権利利益であると解される。

オ最高裁平成10年（行ツ）第239号同14年7月9日第三小

　法廷判決・民集56巻6号1134頁（以下「平成14年最高裁

　判決」という。）は、「専ら」行政権主体として行政上の義務の

　履行を求める訴訟について、法律上の争訟性を否定するものであ

　るから、行政権主体としての権利行使であるとともに、財産権主

　体として自己の財産上の権利利益の保護救済を求める場合につい

　ては、法律上の争訟性を否定していないと解される。

　　そうすると、行政主体の行う行政サービスが非権力的な事業行

　政たる性格を有する場合には、財産権主体性も多分に帯びるので
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　あるから、その場合には、仮に行政権主体性やそれに即した訴訟

　目的が一部に認められるからといって、財産権主体性あるいは「自

　己の財産上の権利利益の保護救済」の目的は否定されないという

　べきである。

力　平成14年最高裁判決は、行政上の義務の履行を求める訴訟に

　っいての判断であるところ、本件確認の訴えは、確認請求であり、

　給付請求ではないから、行政上の義務の履行請求とは関係しない

　というべきである。

キ　平成14年最高裁判決の射程は、権力で規制することができる

　場合であるr専ら行政権の主体として国民に対して行政上の義務

　の履行を求める訴訟」に限定すべきである。地方公共団体が他の

　地方公共団体を被告として提起する訴訟については、平成14年

　最高裁判決の射程に入らないのであって、「法律上の争訟」に該

　当するというべきである。

　　すなわち、地方公共団体の提起する行政上の訴訟としては、住

　民に対するものと、他の地方公共団体なり国に対するものがある

　ところ、住民に対するものであれば、中止命令に対する違反行為

　を処罰する規定を置くなど、権力をもって規制することができる

　のである。これに対して、地方公共団体が他の地方公共団体等に

　対して求めるものについては、権力で規制する方法はないのであ

　る。

ク　最高裁平成8年（行ツ）第261号同13年7月13日第二小
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　法廷判決・訟務・月報48巻8号2014頁（以下r平成13年最

　高裁判決」という。）は、r警備上の支障が生じるほか、外部か

　らの攻撃に対応する機能の減殺により本件建物の安全性が低減す

　るなど、本件建物の所有者として有する固有の利益が侵害される

　こと」が重視されて、国の地方公共団体に対する訴訟が法律上の

　争訟に当たる旨判断している。ところが、上記利益は、自衛隊の

　司令部の庁舎であるからこそ問題になるのであり、一般の私人の

　建物には認められないものであり、防衛行政に固有の利益に係る

　ものということができる。

　　そうすると、行政主体が、その行政上の固有の利益の保護救済

　を求めて他の行政主体に対して出訴する場合にも法律上の争訟性

　が認められるというべきである。

ケ切　憲法により地方公共団体の自治権が保障され、地方分権改革

　　によりそれが具体化された現時点においては、国家と地方公共

　　団体は、法律関係に立つのであって、その間の紛争は「法律上

　　の争訟」に該当するというべきである。

　（イ）地方公共団体の出訴資格に関する先進諸外国法制について見

　　ると、米国、英国、フランス、ドイツの各国において、市町村

　　などの地方公共団体の出訴資格を一般的には否定していないと

　　いうべきである。そうすると、本件確認の訴えを適法とするこ

　　とは国際的に見ても自然であり、否定する方が異常である。

　（ウ）これに対して、被告東京都は、憲法は、国に対する地方公共
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　　団体の自治権を実体的な権利として保障しているものではな

　　く、手続法において何らかの訴訟を提起する権利として認めて

　　いるものでもないのであり、さらに、実体的な権利としてのr自

　治権」に基づく抗告訴訟の提起を認めることは、現行法上の抗

　　告訴訟が個人の主観的利益の保護を目的とする主観訴訟とされ

　　ていることと整合しない旨主張する。また、被告東京都は、自

　　治権侵害を主張する主観的な訴訟の提起の保障は地方自治の本

　　旨には含まれない旨主張する。

　　　しかし、被告東京都の主張は、行政主体間の関係を内部関係

　　と見て、その間の訴訟を機関訴訟であると見ることに起因する

　　ものであるから、前提を誤ったものである。

　　　また、被告東京都の主張は、地方自治制度を憲法自身が規定

　　している趣旨を全く無視した議論であり、不当である。

コ　平成！6年の行政事件訴訟法の改正により、実質的当事者訴訟

　の一類型としてr公法上の法律関係に関する確認の訴え」が明示

　され、処分性がない段階で実効的な権利救済を求め得ることが明

　確にされたことも考えれば、被告東京都の志向する解釈の方向性

　は明らかにこの方向性に反する。

サ切　国の関与に関する訴えは、国がr是正の要求、許可の拒否そ

　　の他の処分その他公権力の行使に当たるもの」を行った場合の

　　手続である（地方自治法250条の13以下）。また、市町村

　　に対する都道府県の関与についても同様の仕組みが採用されて
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　いるのである（同法252条）。

　　しかし、国や地方公共団体が「是正の要求、許可の拒否その

　他の処分その他公権力の行使に当たるもの」を行わない場合に

　っいての定めは地方自治法に置かれていない。

　　そうすると、自治事務に関して国、都道府県が是正の要求等

　をしない場合は、紛争が永遠に解決されない事態が生ずるので

　あり、そのような事態を容認し放置することは、正当とはいえ

　ないというべきである。

曾〉これに対して、被告東京都は、法が予定している解決策とし

　て、住基法31条や地方自治法245条の5、250条の13、

　25！条の3などがあるが、裁判手続をすることができる場合

　としては同法251条の5、25、2条しか規定されていない旨

　主張する。

　　しかし、上記のような裁判手続をすることができる揚合の規

　定があるからといって、それ以外の紛争が法律上の争訟になら

　ないということではないというべきである。

　　また、住基法31条にっいていえば、国及び都道府県は指導

　権限しかないのであって、命令権限がある場合と異なり、上下

　関係をもって解決を図ることはできないのである。

　　また、本件では、本来、被告東京都は、地方自治法上の是正

　の要求をするはずであるところ、その場合には、自治紛争委員

　『の審査を経て杉並区長から高等裁判所への提訴が想定されるこ
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　　　とから、あえてその提訴を妨げるために是正の要求を回避した

　　　ものと思われる。被告東京都の主張によれば、原告は、この場

　　　合に、法的紛争解決のために何らの手段も取り得ないことにな

　　　るのである。このような結果は、法治国家における司法の役割

　　　を考えれぱ、到底容認することができない結論といわなければ

　　　ならない。

（3）本件確認の訴えが機関訴訟に該当しないこ．とについて

　ア　機関訴訟は、本来的には、同一主体内部における機関相互の争

　　いをいうのであり、国又は公共団体相互間の訴訟は、機関訴訟に

　　は該当しないというべきである。

　　　なぜなら、行政事件訴訟法6条によれば、機関訴訟とは、r国

　　又は公共団体の機関相互問における権限の存否又はその行使に関

　　する紛争」と規定されているからである。また、法人の機関は、

　　法人の内部組織であり、一般に、独立して権利義務を有するに値

　　しないものであるから、機関相互問における紛争については、一

　　般に訴訟の提起を認めるべきでないとされたのであり、国又は地

　　方公共団体相互間については、この理が当てはまらないからであ

　　る。

　イ（ア）被告東京都は、本件確認の訴えについて、住基法30条の5

　　　等の各規定が、市町村長及び都道府県知事の権限・義務につい

　　　て定めていることを根拠に、本件確認の訴えの実質は、機関訴

　　　訟に当たるから、行政内部における問題として解決すべきであ
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　　る旨主張する。

（イ〉　しかし、これは、住基法の規定において「市町村」、r都道

　府県」という文言が使用されておらず、r市町村長」、「都道府

　県知事」という文言が使用されていることを理由とするもので

　　あるが、上記前提自体が不当である。なぜなら、国又は公共団

　体の機関がその権限に基づいて行った行為は、国又は公共団体

　　にその法的効果が帰属するのであり、r市町村」、r都道府県」

　　という法主体の中で、どの機関が権限を行使することができる

　　のかを明らかにする意味を持っているにすぎないからである。

　　そうすると、本件における杉並区長と東京都知事との関係は、

　原告である杉並区と被告東京都という別個独立した法主体問の

　権利義務関係に帰着するのであり、その権利義務関係は、もは

　や内部関係ではなく、それに関する争訟も機関訴訟の内実を備

　　えるものではないというべきである。

ウ図　被告東京都は、本件確認の訴えに係る紛争を解決するために、

　本来杉並区長が東京都知事を相手として訴えを提起すぺきであ

　　り、そうすれば機関訴訟であるから不適法であるのに、行政主

　　体聞の確認訴訟の形式を借りて訴えることにより適法になると

　すれば、行政事件訴訟法42条の立法趣旨が損なわれる旨主張

　　する。

仔）しかし、杉並区長の行為は原告である杉並区に帰属し、東京

　都知事の行為は被告東京都に帰属するのであるから、本来、杉
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　　　並区長と東京都知事との間の紛争であるということはできない

　　　　というべきである。

　　　　また、被告東京都の主張する行政事件訴訟法42条の立法趣

　　　旨は、行政内部の問題は、内部で解決すべきであるということ

　　　であろうが、地方分権改革の流れに反するもので、不当である。

　（4）被告東京都の主張が不当であることについて

　　平成13年最高裁判決に係る事件において、上告入である国は、

　　上告理由において、①憲法が地方自治の保障を基本原理として掲げ

　　たこ．とから、国と地方公共団体とが独立した別個の法主体として利

　　害の対立を生ずる事態を生ずることもあるのであり、この利害の対

　　立が具体的な紛争となって現れたときに、法を適用することは、司

　　法の役割にほかならないこと、②司法権の範囲は、裁判を受ける権

　　利の権利主体の範囲と対応関係に立っものではないこと、③地方公

　　共団体が国の行政機関に対し抗告訴訟を提起することができるかに

　　ついては、これを認めるのが学説の大勢であることなどを主張して

　　いるのである。

　　　被告東京都が、これらの主張と異なる主張を本件において行うこ

　　とは、国の公益性及び一貫性などから許されないというべ遂である。

（二）被告東京都の主張

　（1）主張の骨子

　　　以下のとおり、本件確認の訴えは、客観訴訟である行政事件訴訟

　　法6条所定の機関訴訟に当たるのであり、仮に、機関訴訟でないと
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　しても、裁判所法3条1項にいうr法律上の争訟」には当たらない。

（2）本件確認の訴えが機関訴訟の内実を備えていることにっいて

　アω　国又は公共団体の機関相互間における権限の存否又はその行

　　　使に関する紛争についての訴訟（機関訴訟）については、法律

　　　上の争訟に当たらず、法律に定める場合において、法律に定め

　　　る者に限り、提起することができるのである（行政事件訴訟法

　　　6条、42条）。

　　（イ）原告の主張によると、本件確認の訴えは、住基法30条の5

　　　第1項及び2項、30条の29第1項並びに36条の2第1項

　　　等に基づき被告東京都の義務の確認を求めているものと解され

　　　る。そして、上記各規定は、いずれも市町村長及び都道府県知

　　　事の住民基本台帳事務に関する権限、義務について定めたもの

　　　ということができる。

　　　　そうすると、本件確認の訴えは、帽行政主体としての原告であ

　　　る杉並区の被告東京都に対する確認の訴えという形式を取って

　　　はいるものの、その実質は、杉並区長と東京都知事の間におけ

　　　る上記各規定に基づく住基法上の権限の存否又はその行使に関

　　　する紛争にほかならず、機関訴訟に当たるべき内実を備えてい

　　　るものというべきである。

　　　　したがって、特別に法律で定めるほかは、行政内部における

　　　問題として解決すべき問題であって、裁判手続で解決すること

　　　は認められないというべきである。
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イ　原告は、機関訴訟は、行政事件訴訟法6条の字義どおり、国又

　は公共団体の「機関相互」間におけるもののみを指し、国と公共

　団体の間、公共団体相互間におけるものは含まないと解すべきで

　ある旨主張する。

　　しかし、一般に、r国又は公共団体の機関相互間における権限

　の存否又はその行使に関する紛争」には、同一法人の機関相互問

　の紛争のみならず、別法人の機関相互問の紛争、更に別法人相互

　問の紛争も含まれるものと解されているというべきである。

　　例えば、市町村の境界確定の訴え（地方自治法9条等）、課税

　権の帰属等に関する訴え（地方税法8条等）及び住民の住所の認

　定に関する訴え（住基法33条）は、いずれも、形式的にも実質

　的にも同一とはいえない別法人相互間の紛争について訴えの提起

　を認めたものであるが、これらの訴えは、機関訴訟の一類型とし

　て分類されている。

ウ切　原告は、法人格を認められている原告には、独立の権利主体

　　性が認められているから、住民基本台帳に関する事務にっき、

　　原告は被告国や被告東京都の行政組織の機関ではあり得ないこ

　　と、機関訴訟の法律上の争訟性が否定される実質的な理由は「機

　　関相互の紛争は、これらの上級機関によって解決することがで

　　き、また解決すべきものである」ということにあると考えられ

　　るところ、原告と被告らとの間には上級機関は存在しないから、

　　本件紛争を上級機関によって解決することは不可能であるこ
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　と、原告が行う住民基本台帳に関する事務は原告の自治事務で

　あり、被告らが指揮命令を行うこともできないことを挙げて、

　本件訴訟が機関訴訟であることを否定する。

（イ）しかし、機関訴訟は、同一行政主体に属する機関相互問の紛

　争に限られないのであり、紛争を解決する上級機関が存在する

　ことは、機関訴訟と認めるための前提条件であるとはされてい

　ないというべきである。

　　また、本件にっいて見れば、住民基本台帳に関する事務につ

　いて地方公共団体相互問ないし地方公共団体と国との閲に紛争

　等が生じたときは、原則として、住基法31条に基づく指導等、

　地方自治法245条の5に基づく是正の要求、岡法245条の

　6に基づく是正の勧告、同法250条に基づく協議、同法25

　0条の13以下に基づく国地方係争処理委員会による審査の手

　続、同法251条の2以下に基づく自治紛争処理委員会による

　調停及び審査の手続などを利用して解決することが予定されて

　いるのである。

　　さらに、地方自治法251条の5、252条には、国又は都

　道府県の関与に関する訴えの手続が設けられている。そして、

　同法251条の5第8項及び9項、252条4項及び5項が設

　けられていることからも明らかなとおり、この訴えは機関訴訟

　と位置づけられており、法律上の争訟に該当しないことが前提

　とされている。
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（3）本件確認の訴えがr法律上の争訟」に当たらないことにっいて

　ア　仮に、本件確認の訴えが機関訴訟に該当しないとしても、本件

　　確認の訴えは、法律上の争訟には当たらないというべきである。

　　　すなわち、住民基本台帳事務は、原告を始めとする全国の市町

　　村等の地方公共団体にとって基本的かつ重要な自治事務であり、

　　かっ、一般公益の維持・確保を目的とする公行政としての事務で

　　あることは明らかである。

　　　そこで、本件確認の訴えは、原告である杉並区における住民基

　　本台帳事務の適切な実施や杉並区民に関する記録の適正な管理等

　　のための法規の適用の適正ないし一般公益の保護のために認めら

　　れている行政上の権限の実現を目的として提起されたものであっ

　　て、当事者問の具体的権利義務に関する争いではないから、法律

　　上の争訟には当たらないというべきである。

　イω　原告は、住基ネットの送受信が非権力的な事業行政である性

　　　格を有することに照らせぱ、本件確認の訴えは、平成14年最

　　　高裁判決のいうr財産権の主体」としての原告が提起するもの

　　　であり、法律上の争訟に該当する旨主張する。

　　（イ）しかし、平成14年最高裁判決は、司法権の概念について、

　　　国民の権利利益の保護救済ととらえ、行政主体のr行政権限j

　　　の救済を本来的な司法権の枠外の問題と位置づけてきた従来の

　　　考え方の延長線上に立っものと理解することができるから、法

　　　律上の争訟の概念についても、国民の権利義務に関する紛争の
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　概念を中心に構成されていると解すべきである。このような理

　解を前提とすれば、行政主体が、法規の適用ないし一般公益の

　保護ではなく、自己の主観的な権利利益に基づき保護救済を求

　　めている場合に限り、法律上の争訟性を肯定することができる

　　旨を判示したものと解すべきである。

　　　ところが、仮に、住基ネットを使用したデータの送受信が非

　権力的な事業行政の性格を有するものであったとしても、当該

　データの送受信は、原告である杉並区における住民基本台帳事

　務の適切な実施や杉並区民に関する記録の適正な管理のために

　行っているのであるから、原告は、法規の適用の適正ないし一

　般公益の保護を目的として本件確認の訴えを提起するものにほ

　かならないというべきである。

　　そうすると、本件確認の訴えは、自己の主観的な権利利益に

　基づき保護救済を求める場合に当たらないというべきである。

ウ切　原告は、杉並区民の唯基ネットサービス享有権」に実質的

　　に代位している、あるいは、原告は公権力行使のr行政権主体」

　　として出訴しているのではなく、コンピュータデータを送信す

　　る電子通信事業の主体であり、区民の権利に代位して予算支出

　　を実効あらしめようとする広義の「財産権主体」の立場で提訴

　　しているなどと主張する。

（イ）しかし、原告が主張するr住基ネットサービス享有権」なる

　　ものの根拠、内容が不明確である上、原告がいかなる根拠で、
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　　杉並区民のr住基ネットサービス享有権」を実質的に代位する

　　ことができるのかも明らかでない。

エ（ア）原告は、住基ネットヘの参加を希望しながらサービスを受け

　　られない杉並区民のために、原告が、代替サービスを提供する

　　ために支出した費用は原告の損害に当たるので、損害発生の継

　　続を防止するために、住基ネットにデータを送信する権利を主

　　張することは、原告の自己の利益を図るためのものであるなど

　　とも主張する。

　仔）しかし、平成14年最高裁判決は、行政権の主体として行政

　　上の義務の履行を求める訴訟自体が財産権の主体としての権利

　　行使とも見られる場合には、法律上の争訟に当たると判断して

　　いるのである。

　　　これに対して、本件確認の訴えは、その確認を求める訴訟自

　　体は財産権の主体としての権利行使と見られるものではなく、

　　専ら法規の適用ないし一般公益の保護を目的とするものにほか

　　ならないというぺきである。原告の主張によれば本件確認の訴

　　えに係る義務が履行される限り損害が発生しないのであり、こ

　　のような場合には、義務の確認を求める訴えは、同時に損害賠

　　償請求権の行使でもあるような関係にはないのである。

オ（ア）原告は、地方分権改革により具体化された憲法の自治権保障

　　の下では、地方公共団体は国家の外部にあり、国家と地方公共

　　団体とは法律関係に立つのであって、その聞の紛争は「法律上
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　　の争訟」に該当する旨主張する。このような原告の主張は、地

　　方公共団体はその固有の自治権の侵害を根拠として抗告訴訟を

　　提起することができるとする学説と共通する考え方に立っもの

　　と解される。

（イ）しかし、そもそも憲法は、国に対する地方公共団体の自治権

　　を実体的な権利として保障しているものではなく、手続法にお

　　いて何らかの訴訟を提起する権利として認めているものでもな

　　いのである。また、実体的な権利としての「自治権」に基づく

　　抗告訴訟の提起を認めることは、現行法上の抗告訴訟が私人の

　　主観的利益の保護を目的とする主観訴訟とされていることと整

　　合しないというべきである。

　　　むしろ、地方公共団体の自治権は、課税権、条例制定権のよ

　　うな国家的な統治権を含むから、人権のように国家から侵され

　　ないものとしての保障を受けるものではなく、したがって、自

　　治権侵害を理由する主観訴訟の提起の保障は、地方自治の本旨

　　には含まれないというべきである。

カ（ア〉原告は、住基法30条の5に基づく本人確認情報の送信につ

　　き原告に裁量権が認められることを前提として、本件確認の訴

　　えがr自己の権利利益の保護救済を目的とするもの」である旨

　　主張する。

　仔）しかし、住基法30条の5に基づき本人確認情報を送信する

　　に当たり、原告には、送信するか否かにっいて、あるいは送信
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　　する情報の範囲を決定するについて、「裁量権」はないから、

　　原告の上記主張は前提を欠き、失当である。

キ切　原告は、平成13年最高裁判決は、行政主体がその行政上の

　　固有の保護救済を求めて他の行政主体に対して出訴する場合

　　に、法律上の争訟性を認めたものである旨主張する。

　仔）しかし、平成13年最高裁判決は、「本件建物の所有者とし

　　て有する固有の利益が侵害されることをも理由として、本件各

　　処分の取消しを求めていると理解することができる。」と判示

　　していることからすれば、財産権の主体として自己の財産上の

　　権利利益の保護救済を求めていることを理由として、法律上の

　　争訟性を認めたものであり、行政上の固有の利益の保護救済を

　　求めた場合に法律上の争訟性を肯定したものではないというべ

　　きである。

ク切　原告は、自治事務に関して国や都道府県が是正の要求等をし

　　ない場合は、紛争が永遠に解決されない事態が生じる旨主張す

　　る。

　仔）しかし、紛争解決に向けていかなる方策が採られるべきかは

　　状況に応じて判断されるものであり、国及び地方公共団体の問

　　の紛争が解決されないまま永遠に放置されることなどおよそ考

　　え難い。現に、東京都知事は、杉並区長に対し、平成15年5

　　月30日、杉並区長が住民基本台帳法等に規定する事務の執行

　　を違法に怠っているとして、その速やかな執行を行うよう勧告
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　　　　　しているところである。

2　争点2（本件国賠請求に係る訴えが「法律上の争訟」に当たるか）に

　っいて

←）原告の主張

　（！）本件国賠請求に係る訴えは、損害賠償請求権の存否が問題となる

　　　のであり、正に当事者間の具体的な権利義務に関する紛争に当たる。

　　　　また、被告らの行為が違法であるか否かは、住基法上の受信義務

　　　違反があるか否かにかかるところ、これは法律の解釈の問題であり、

　　　法を適用して終局的に解決することが可能な問題である。

　　　　さらに、本件国賠請求に係る訴えは、平成14年最高裁判決にい

　　　うr地方公共団体が提起した訴訟であって、財産権の主体として自

　　　己の財産上の権利利益の保護救済を求めるような揚合」に当たるか

　　　ら、法律上の争訟に当たるというべきである。

　　（2）ア　被告らは、本件国賠請求の実体は、住基法上の権限の存否又は

　　　　その行使に関するものである上、原告が主張する損害は、私的な

　　　　権利利益の侵害の結果ではなく、住基法の規定により処理するこ

　　　　ととされた事務の遂行に伴う効果であって、公行政責任遂行に伴

　　　　う効果にほかならないから、本件国賠請求は、地方公共団体が行

　　　　政権の主体として、国に対し行政上の義務の履行を求める訴訟で

　　　　ある旨主張する。

　　　イ　しかし、原告が、被告らの行為による損害の賠償を求めること

　　　　は、自己の財産上の権利利益の保護救済を求めることにほかなら
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　　　ないというべきである。原告が、本件国賠請求により、被告らに

　　対して請求しているのは、自己の財産上の損害の賠償義務の履行

　　　であって、行政上の義務の履行ではないというべきである。

　　ウ　被告らの主張によれば、地方公共団体に発生する損害には、私

　　　的な権利利益の侵害の結果生ずる損害と、公行政責任遂行に伴う

　　　効果として生ずる損害とがあり、後者は、損害賠償請求権も私法

　　　上のものではあり得ず、その履行も行政上の義務履行であり、そ

　　　れを求める訴訟は、法律上の争訟に当たらないというもののよう

　　　である。

　　　　しかし、そのような主張は、法律上の争訟にっき、従来の裁判

　　　例にない新たな限定要件を持ち込むものであって、合理的根拠を

　　　欠くというべきである。

（コ　被告らの主張

　（1）ア　原告は、住基ネット設備関連費用、転入転出手続上の郵便費用、

　　　住民票交付手数料及び人件費について、国家賠償法に基づく損害

　　　賠償を求めている。

　　イ　しかし、原告の主張するところは、被告東京都に対しては、杉

　　　並区長が、住基法上、上記受信義務があることを主張することが

　　　できる法的地位を有するというものであり、また、被告国に対し

　　　ては、被告国が住基法31条1項の指導権限の行使を怠った、あ

　　　るいは、平等原則の下で、住基法に従った適切な指導権限の行使

　　　をしなかったというものである。
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　　そうすると、本件国賠請求は、原告が自己の権利利益が侵害さ

　　れたことを理由にその賠償を求めるものではなく、自治事務であ

　　る住民基本台帳事務に関する被告らと原告の関与のあり方を巡る

　　紛争であり、いずれも、紛争の実体は、住基法上の権限の存否又

　　はその行使に関するものである。

　　　また、原告が主張する損害（経済的利害）は、私的な権利利益

　　の侵害の結果ではなく、住基法の規定により処理することとされ

　　た事務の遂行に伴う効果であって、公行政責任遂行に伴う効果に

　　ほかならない。そうすると、その主張する損害賠償請求権も私法

　　上のものではあり得ず、本件国賠請求は、地方公共団体が行政権

　　の主体として、他の地方公共団体又は国に対し行政上の義務の履

　　行を求める訴訟というほかない。

　ウ　したがって、本件国賠請求は、私人と同様の立揚で自己の権利

　　利益の保護救済を求めるものではないから、法律上の争訟に当た

　　らないというべきである。

（2）さらに、本件国賠請求は、被告東京都の受信義務の不履行を理由

　として、事務の遂行に要した費用の負担を求めるものであって、上

　記受信義務の存否に関する判断が、本件国賠請求の帰すうを左右す

　る必要不可欠のものと認められる。そして、この受信義務の存否の

　確認自体は、法律上の争訟性が認め難い。

　　そうすると、本件国賠請求に係る訴えも、法律上の争訟というこ

　とはできないというべきである（最高裁昭和51年㈲第749号同
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　　　56年4月7目第三小法廷判決・民集35巻3号443頁（以下r昭

　　和56年最高裁判決」という。）参照）。

　（3）自治事務をめぐって、関係する機関の間で紛争が生じた場合、そ

　　の解決については、本来、行政組織の内部の問題として、自主的処

　　理にゆだねられるべきであり、法律に特別の定めのある場合に限り、

　　裁判所での司法的解決が図られるものである（行政事件訴訟法6条、

　　　42条等）。

　　　本件国賠請求は、金銭の支払請求という形を取ってはいるが、紛

　　争の実体は自治事務である住民基本台帳事務に関する機関相互の住

　　基法上の権限の存否又はその行使とその費用負担に関する争いとい

　　　うべきであるから、行政機関内部の問題として自主的処理にゆだね

　　　られるのが相当というべきである。

3　争点3（本件国賠請求に係る訴えが併合提起の要件を欠くとして不適

　法となるか）にっいて

←）原告の主張

　　併合して提起された関連請求に係る訴えは、それ自体独立の訴えと

　　して適法なものである限り、原則として、これを独立した訴えとして

　　取り扱い、仮に、併合されない結果、当該裁判所に管轄権が認められ

　　ないときは、管轄裁判所に移送すぺきである。基本となる取消訴訟が

　　不適法である場合には、併合が許されないこととなるにすぎないとい

　　うべきである。

　　　ただし、併合して提起された関連請求に係る訴えが、取消訴訟と同
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　一訴訟手続内で審判されることを前提とし、専ら併合審判を受けるこ

　　とを目的として併合提起されたものであると認められるときには、こ

　のような併合して提起された訴えは不適法な訴えとして却下すべきで

　　あるとされているにすぎないのである。

　　本件国賠請求に係る訴えは、それ自体独立の訴えとして適法である

　　し、本件確認の訴えと同一の訴訟手続内で審判されることを前提とし

　　たものでも、専ら併合審判を受けることを目的として併合提起された

　　ものでもないから、適法である。

（二）被告らの主張

　　本件国賠請求に係る訴えは、本件確認の訴えの関連請求に該当する

　　ことを前提に、併合提起されていると解されるところ、併合が許され

　　るためには、本件確認の訴え及び本件国賠請求に係る訴えがいずれも

　適法であることが要件とされている。

　　　ところで、本件確認の訴えは前記のとおり、不適法であるから、本

　　件国賠請求に係る訴えは併合して提起し得る要件を欠いているという

　　べきである。

　　　したがって、本件国賠請求に係る訴えは不適法である。

4　争点4（被告東京都の受信義務の存否）について

←〉原告の主張

　　（1）主張の骨子

　　　　以下のとおり、原告が、被告東京都に対して、杉並区民のうちの

　　　通知希望者のみに係る本人確認情報を通知することは、許容される
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